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令和３年２月
全国農業協同組合中央会


Ａ方式　Ａ１　複数部署または複数部門経験
１．人材配置の基本的考え方
『人材育成方針』を踏まえ、①組合員・利用者が満足できる事業運営の向上(ＣＳ向上)と、②職員と組織の活性化(ＥＳ向上)に向けて、次の考え方を基本に人材育成と異動・配置を行います。
(１)専門能力の発揮による組合員・利用者満足を追及するとともに、地域に根差すことかつ総合事業性という事業特性を踏まえた、人材を育成します。
(２)職員の適性や意向を考慮しつつ、適材適所に向けた職員配置と人材育成を行います。
(３)効果的業務遂行に向けた職場の活性化と、働きがいある『いきいき職場』を促進します。
２.育成期間と専門性発揮期間　　　(1-3級=一般職、4-6級=指導監督職、７級～=管理職)
職務能力の向上に併せて、育成期間、専門性を発揮期間とします。
	入組時から４級までの間
	人材育成・適性把握期間

	５級・６級の間
	業務経験を積み、専門性を発揮する期間

	7級(課長)以上
	管理職は、業務遂行・部署統制・部下育成の期間
管理職以外の者は、習熟技能を発揮する期間


３．人材配置と人事異動の基本方針
　上記期間に合わせ、次の基本方針に基づき人材配置・人事異動を行います。
	入組時から４級までの間
	総合事業という組織特性と専門性の発揮を踏まえ、
複数部署または複数地区を経験することを基本とします。

	５級・６級の間
	適性に応じた部門に所属し、当該部門を中心に異動します。

	７級(課長)以上
	組織の要請に基づき、経験と適性に応じた配置と人事異動を行います。


４．人事異動は組織の業務遂行の必要性に加えて、職員の経験した業務内容や人事考課、自己申告で把握した職員の適性を踏まえて行います。また、自己申告等による職員本人の意向を考慮します。
　　職員の適性にあたって、自己申告書、管理職意見書を活用します。
５．複数部門間の異動
　(１)本店と本店以外(支店・営農センター・経済事業所等)の複数部門を経験する異動を基本とします。
(２)組織全体の事業運営を把握し今後の対応施策立案できる人材を育成する観点から、複数地域を
経験する異動を可能な限り行います。
６．部門同士の人材配置・人事異動
(１)営農・経済部門(本店・本店以外の両部署)
　　ア．営農部門、経済部門に配置した職員(特に５級・６級)は、両部門を経験することを基本と
します。
　　イ．営農・経済部門内の配置は、業務遂行に必要な能力(経験年数・資格取得・技術)と職員本人
の有する能力を踏まえ、適正に配置します。 
(２)信用・共済部門(本店・本店以外の両部署)
　　ア．信用部門、共済部門に配置した職員(特に５級・６級)は、両部門を経験することを
基本とします。
　　イ．信用・共済部門内の配置は、業務遂行に必要な能力(特に資格取得)と、職員本人の
能力を踏まえ、適正に配置します。更に、ＪＡバンク法に基づく年数制限を踏まえます。

Ａ２　原則外務員経験あり　　以下の下線は全中が付記
１．人材配置の考え方
　『経営理念・めざす職員像』を踏まえ、①組合員・利用者が満足できる事業運営の向上
(ＣＳ向上)と、②職員自身も感じ取れる組織の活性化(ＥＳ向上)に向けて、次の考え方を
基本に人材育成と異動・配置を行います。
①専門能力の発揮による組合員・利用者満足を追及するとともに、地域に根差すこと
且つ総合事業性という事業特性を踏まえた、人材を育成します。
②職員の適性や意向を考慮しつつ、適材適所に向けた職員配置と人材育成を行います。
③効果的業務遂行に向けた職場の活性化と、働きがいある『いきいき職場』を促進します。

２．育成期間と専門性発揮期間
職務能力の向上に併せて、育成期間、専門性を発揮期間とします。
	入組時から４級までの間
	人材育成・適性把握期間

	５級から６級までの間
	業務経験を積み、専門性を発揮する期間

	７級以上（管理職）
	管理職は、業務遂行・部署統制・部下育成の期間
管理職以外の者は、習熟技能を発揮する期間



３．人材配置と人事異動の基本方針
　上記期間に合わせ、次の基本方針に基づき人材配置・人事異動を行います。
[bookmark: _Hlk29906452]なお、複数部署経験することを通じた人材育成および内部統制の観点から、一部署に長期間在席させないことを原則とします。
	入組時から４級までの間
	総合事業という組織特性と専門性の発揮を踏まえ、
複数部門または複数地区を経験することを基本とします。

	５級から６級までの間
	適性に応じた部門に所属し、当該部門を中心に異動します。

	７級以上（管理職）
	組織の要請に基づき、経験と適性に応じた配置と人事異動を行います。


　　(注)複数部門とは、営農・経済、管理、金融・共済の3部門のうち少なくとも２部門を
いい、複数地区は本店も地区の一つとみなします。

４．人事異動は組織の業務遂行の必要性に加えて、職員の経験した業務内容や人事考課、
自己申告で把握した職員の適性を踏まえて行います。
また、自己申告等による職員本人の意向を考慮します。



５．複数部門間の異動
　①本店と本店以外(支所・営農センター・経済事業所等)の複数部門を経験する異動を
基本とします。
②組織全体の事業運営を把握し今後の対応施策立案できる人材を育成する観点から、
複数地域を経験する異動を可能な限り行います。
　③信用・共済外務員は、一度は経験することを基本的な考えとします。
なお、勤務３年（または５年）経過後に本人の意向を確認します。

６．部門同士の人材配置・人事異動
(１)営農・経済部門(本店・本店以外の両部署)
　①営農部門、経済部門に配置した職員(特に５級・６級)は、両部門を経験することを基本とします。
　②営農・経済部門内の配置は、業務遂行に必要な能力(経験年数・資格取得・技術)と
職員本人の有する能力を踏まえ、適正に配置します。 

(２)金融・共済部門(本店・本店以外の両部署)
　①金融部門、共済部門に配置した職員(特に５級・６級) は、両部門を経験することを基本とします。
　②金融・共済部門内の配置は、業務遂行に必要な能力(特に資格取得)と、職員本人の有する
能力を踏まえ、適正に配置します。更に、ＪＡバンク法に基づく経験年数制限を踏まえます。

＊配置・異動方針の原則的な配置パターン　(あくまで原則です)
図中の↑の実線は多い異動、点線は少ない異動
支所、事業所長		本店部長		営農センター長　　　　　　管理職
				　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７級以上
支所、事業所課長		本店課長		営農センター課長
				
　　　　　　　　　　　　　　管　理　職　任　用　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　	
支所、事業所課長代行		本店課長代行	　　　営農センター課長代行　　　専門性発揮期間			　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５級・６級

支所、事業所指導職		本店指導職	　　　営農センター指導職
				　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　育成期間(適性把握)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入組時～４級
支所、事業所担当者		本店担当者	　　　営農センター担当者　　　　


７．職員の適性を把握する自己申告制度　
(1)自己申告制度は当該職員の適性を職員本人と管理職が提示する制度です。
①現在の業務や将来担当したい業務を聴取することで、今後の配置・異動の参考に
資するものであり、次の両方を活用することで当該職員の適性を把握します。
ア．職員本人が記載する自己申告書
イ．管理職が当該職員の適性を把握する管理職意見書　
②自己申告書は職員本人が記載し、直接に総務部長に親展で送付します。
　　管理職意見書は、当該職員の適性に関し、２次考課者と協議のうえ１次考課者が
　　総務部長に提出します。
③４月の定期異動に活用するため、12月下旬提出とします。

(２)自己申告書・管理職意見書の記載内容(職員本人、管理職意見書)
　　①現在の業務の適性と将来経験したい(させたい)業務を記載することで、職員の活かしたい能力と適性を把握します。
②「自身の強み・弱み」は、今後の自身の成長の方向性や適性を把握してもらうとともに、自己分析することが成長につながるという考え方です。
管理職意見書でも、「職員の強み・弱み」を記載することで、組織側として把握します。
③自己申告書・管理職意見書の内容を担当役員や総務部長が把握したうえで、必要に応じて当該職員を面接する、または昇進や昇格にあたっての役員面談時に今後の配置に関する
意向を確認することもあります。




Ａ３　　管理職任用を付記。任用向けの係長研修がある
人事異動（幅広い業務経験と専門性を兼ね備えた職員の育成）　←人材育成要領のタイトル
(1) 人事異動の基本的な考え方
『人材育成基本方針』を踏まえ、次の考えにより人事異動を行います。
1 担当業務における必要な知識・能力を身に付け、発揮することを通じて成長を実感し、組合員満足の向上や組織目標の達成に貢献できる人材を育成します。
2 複数事業・業務を理解し、総合性を備えた職員の育成に向け、人事異動を行います。
3 役割（ポスト）に必要な能力を持った管理職を任命できるよう、職員の適性に応じた管理職育成を適切に行います。
4 職員の適性を把握した上で意向を考慮し、適材適所に向けた人事異動を行います。
(2) 人材育成を目的とした人事異動の考え方
	職掌
	等級
	求められる任務等
	人事異動の考え方

	管理職
	6等級
以上
	管理職は管理能力発揮期間として、業務遂行・部署統制・部下育成を行う。
管理業務に携わらない者は自身の　経歴において身に付けた習熟技能を発揮する期間とする。
	組織の要請に基づき、経験と適性に応じた任用を行う。


	指導職
	5等級
	指導職として業務経験を積み、専門性を発揮する期間とする。また、将来の管理職任用に向けた育成期間とする。
	適性に応じた部門を中心に人事異動を行う。

	
	4等級
	
	

	事務職
	3等級
	各事業の専門知識を学ぶとともに、JA職員としての基礎能力を身に　付け、本人の適正を把握する期間とする。
	各事業・業務の専門知識を学び、　適性を把握するとともに、今後のJA職員としての素地づくりのため、　複数業務、複数部門を経験することを考慮して人事異動を行う。

	
	2等級
	
	

	
	1等級
	
	


(3) 適材適所の人事異動とキャリア形成に向けた考え方
人事異動は、事業運営上の業務遂行の必要性に加えて、職員の適性を把握するために、複数事業、複数業務を経験することを考慮した人事異動を行います。
また、職員の経験した業務内容や人事評価、自己申告書で把握した職員の適性や意向および管理職意見等により、適性を踏まえた人事異動を行います。
なお、配属された部署では、今後のキャリアに活かせる専門知識が習得できる期間となるよう配慮します。　　
(4) 管理職に求められる職務経験
1 指導・育成経験を積むため、部署に関わらず係長経験を必須とする。
2 所属する部署において、当該部門の事業を正確に理解するために、事務および外務員それぞれの実務を経験する事が望ましい。
3 事業の全体像や他部門との連携等の理解を深めるため、本店部門の経験があることが望ましい。

＊人事異動の考え方イメージ　上段の総合性×後段の専門性　の考え方
１．総合性の観点
[image: ]等級
管理職
6等級
以上


２．経験による能力向上の観点
[image: ]６等級以上
管理職

◎１人の職員をイメージしたキャリアアップを示した。
Ａ４　Ａ方式であるが、金融と営農経済の部門間異動は少ない。
※「営農経済部門でのキャリアアップ」の補足
①基本的には「営農経済」で縦割りでのキャリアアップになる。
キャリア形成上、営農と経済は分かれていない。
②資材購買から入って、営農を担当することがある。逆のパターンもある。
③ローテーションで、農産物の品目や地区が変わることもある。
特定の品目のみ専門的に担当する職員もいるが稀な存在。
④営農経済畑の人でも本店の総務に行くことがある。
⑤自己申告や上司との面談で金融共済に異動する者もいる。
逆に農業高校や農学部出身でも金融共済担当になることは珍しくない。その後、自己申告をふまえて営農経済担当となることもある。

[image: ]
[image: ]

◎信用共済部門でのキャリアアップ
①採用時は原則として、支店窓口を中心に配属し、信用渉外、共済渉外を経験。
②金融・共済推進企画、融資審査・管理を経験。 
③管理職までのキャリアアップとして、各部署でのステップアップと部署間異動により、プロ職員としての育成を図る。

◎営農経済部門でのキャリアアップ
①採用時は原則として、販売、購買、地域営農センター、支店営農課等に分かれて配属し、その後、各部署を経験し現場実務を経験する。 
②管理職までのキャリアアップとして、営農指導員資格等各部署でステップアップと部署間異動により、プロ職員としての育成を図る。



Ｂ方式
専門性発揮のために、営農経済と金融共済のいずれか一つと本店を中心に経験を積みます。
[image: ]

人材育成方針に基づく人材育成制度
１．人材配置の考え方
　『人材育成方針』を踏まえ、①組合員・利用者が満足できる事業運営の向上(ＣＳ向上)と、②職員自身も感じ取れる組織の活性化(ＥＳ向上)に向けて、次の考え方を基本に人材育成と異動・配置を行う。
  〇専門能力の発揮による組合員・利用者満足を追及することを基本に置くとともに、併せて地域に根差すこと且つ総合事業性という事業特性を踏まえた、人材を育成する。
　〇職員の適性や意向を考慮しつつ、適材適所に向けた職員配置と人材育成を行う。
　〇効果的業務遂行に向けた職場の活性化と、働きがいある『いきいいき職場』を促進する。

２．配置・異動の基本方針
　〇入組時から４等級まで：総合事業という農協の特性をふまえ、複数部門・複数地区を経験することを基本とする
複数部門：営農経済担当者　＝経済センター・本店経済部・本店管理部門
金融・共済担当者＝支店・本店金融部・本店共済部・本店管理部門
本店事務担当者　＝本支店・経済センター
複数地区：支店・経済センター							
　〇５・６等級：適性に応じた部門に所属し、当該部門を中心に異動する
　〇７等級以上：経験と適性に応じた配置をおこなう


３．「自己申告書」・「管理職意見書」
　○本人の適性を把握するため、本人記載による「自己申告書」、管理職が職員の適性を報告する「管理職意見書」を実施する。

４.職務能力体系表・研修体系の設定
　〇部門別に等級単位で求める業務内容(職員が単独で出来る業務内容)を体系化し全職員に到達目標を明示することで、本人の能力行動の促進と、目標管理・人事考課のベースとする。
　〇その業務内容を円滑に実施するための、資格・研修体系を設定する。

５．経営理念の行動化(等級別に行動内容を設定)
　○職能資格等級表の付表として、等級別に経営理念の具体的に行動する事項を設定

６．新入職員指導員制度の実施
　〇配属され部署で新入職員が成長することを支援する制度として、原則として、当該部署の4-5級職員が指導する制度を実施する。
　〇指導期間は１年とし、育成計画書・報告書に基づき新入職員の成長を把握する。







Ｃ方式　経験と適性を踏まえて異動・キャリアアップ。異動の重点事項を明示
専門性向上にむけた配属・異動の考え方とローテーションのイメージ
（１）基本的考え方
　①　２０代は信用・共済、営農経済、管理部門など様々な経験を積ませて適性を見極め、３０代で特定部門に配属することが理想であるが、現状においては、経営上の余裕がなく、入組して配属した部署で即戦力化の方向として経験を積ませている。
　②　最初に配属された部門（営農、金融、共済）の中で、３年を基本としたセンター、支所間、本店・支所間異動で業務経験を積んでいくことを基本としている。毎年行う職務意向調査、本人の向き不向きをみて、部門間異動も行う。管理部門は、現業部署から適宜配属する。

（２）営農・経済部門
　①　指導販売部門の中において、野菜・果実においては、園芸特産課の下に品目別グループがあり、特定品目ごとの専門性を磨いていく。本店園芸推進課と支所園芸特産課の品目担当が技術指導と併せて市場販売を対応。
　　　本店販売対策課は、品目問わず産地まるごと販売に対応する。
　②　さらに支所園芸特産課の下に品目別グループがあり、品目別にチーフリーダーとメンバーがいる。メンバーはメイン品目＋サポート品目をもつ。
＜キュウリ、トマト、ミニトマト、ねぎ、レタス・キャベツ、ズッキーニ、りんご、ぶどう、西洋なし＞
　③　配属された品目（米穀、野菜・果樹（品目別）、畜産）担当者として、センター間、センター・本店間の異動でキャリアを積み、営農センターの米穀課・園芸特産課リーダーを経て、本人の意欲と能力に応じて、営農センター米穀課長・園芸特産課長、本店米穀課長・園芸推進課長、営農センター長、本店営農部長にキャリアアップをはかっていく。

【ローテーションのイメージ】
	Ａ営農センター園芸特産課（キュウリ担当他）→本店園芸推進課（キュウリ担当他）→Ｂ地域営農センター園芸特産課係長（キュウリリーダー）
→Ａ営農センター園芸特産課課長→本店園芸推進課長
→Ｂ営農センター長→営農部長





（３）金融・共済部門
　①　金融・共済部門は、支所を拠点として事業推進するとともに、本店の暮らしの活動担当者（支所長経験者等）と協力し、地域協同活動を推進。
　②　本店・支所共に、金融課（貯金推進、融資）と共済課（共済LA、共済事務）は分けており、それぞれの部署で支所間異動、本店・支所間異動をしながら、金融・共済それぞれの専門性を磨いていく。
　③　支所に金融課又は共済課があり、同一部門で支所間異動、本店・支所間異動でキャリアを積み、本人の意欲と能力に応じて、支所金融課長又は共済課長となり、本店金融・共済課長、支所長、本店部長にキャリアアップをはかっていく

【ローテーションのイメージ】
	＜金融＞
Ａ支所金融課→Ｂ支所金融課→　～　→本店金融課→Ｃ支所金融課長→本店金融課長
→Ａ支所長→金融部長

＜共済＞
Ｂ支所共済課→Ａ支所共済課→　～　→本店共済課→Ｄ支所共済課長→本店共済課長
→Ｂ支所長→共済部長



＜参考　金融・共済に関する知識・スキル修得について＞
　銀行業務検定など知識修得系試験は、年齢を見ながら半ば強制的に受験させている。推進は人と人のつながりであり、対人スキル修得は、農家組合活動、支所地域協同活動、支所だよりなど協同組合の基本活動に従事させる中で経験を積ませている。
　共済を契約してもらうのは、貯金以上に難しく、組合員から高い信頼をうることが必要。自分を伝えて、ＪＡや共済商品を伝えていくことの繰り返し。会話の切り返しなど、コミュニケーションスキルが高くないと上手くいかない。共済連のロープレ研修などはよい。ＬＡは孤独な仕事ともいえる。共済課長の役割が大切で、日々の行動管理に加えて、同行訪問する。共済目標は個人目標ではなく、支所目標として管理している。

（４）総務企画部門
　〇　総務企画部門は現業から適宜人材を配属していく。JAの企画業務を担う中核人材は、選抜した中堅職員を県中核研修、全中経営マスターコースに派遣し、その後企画部門に配置し、育てていく。



参考　女性職員のＣＤＰの例
『人事・教育レポート』令和元年４・５月号より抜粋しています。(p.78-79)
[image: ]


19．女性職員のキャリア形成　
①　次が、女性職員の活躍の一施策として実施する「女性職員のキャリア形成」です。
当ＪＡでは、女性職員に向けのフォーメーションを設定しています。
　　基本的なフォーメーションは、事業量、事務量や来店者数なども考慮して本店や支所などのフォーメーションを設定していますが、部門や地域による特殊要因もあるため　基本フォーメーションをベースに当該部門の実情を考慮して現場の裁量に任せる部分もあります。
　　基本的には、規模に応じて、甲支所はＳフォーメーション、乙支所はＡフォーメー
ションなどとしています。

②　スライドはある支所の例で、「窓口担当者ステップアップコース」は支所フォーメー
ションの中で、窓口担当者の目指すべき将来像を示し、段階を踏んで育成していく仕組みです。
「窓口担当、貯金担当を経て共済担当、融資担当と経験し、窓口リーダー、業務課長、支所長代理、支所長という形でキャリア形成をしてください」と女性職員に発信しています。
　　その結果として現在は支所長が２人、本店課長３人の女性管理者がいて、管理・監督者の女性割合は平成22年で25％となっています。
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